
　株式会社三友の前身は、旧三井物産株式会社防府事務所。1947年（昭和22年）に
株式会社三友商社を設立、その後1977年（昭和52年）に社名を現在の株式会社三友
とし現在に至る。
　「地域のより幸せな生活と環境をつくるシステムベンダー」　ー そのためのフ
ルライン・フルファンクション ー を経営理念とし、より幸せで健康な未来のため
時代をサポートしている。

株式会社三友

　「検針業務にかかる負荷を軽減することが課題でした。その負荷を減らすことで
顧客サービスの拡充を図るのはもちろん、より高度な緊急対応をお客さまに届け
たいと考えました」と話すのは柏木 俊行氏（物資事業部 営業2課 副課長）。県央部
を販売エリアとする同社では、更なる迅速な緊
急対応の実現と検針業務にかかる社員の負荷軽
減を目的にLPWA設置を決めた。集中監視シス
テムセンターを利用しているメーカーの機器を
選定したことで、システム連携もスムーズだっ
たという。

顧客サービス拡充とより迅速な緊急対応に向けて
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　設置エリアは遠方を中心に、電波状況なども
事前に調査し選定。また、現場から寄せられた
「光の当たり方や暗所で見づらくて困ってい
る」等の声に耳を傾けながら設置物件を選んだ
という。設置にあたり、作業の２ヶ月ほど前か
らチラシを配布。安心・安全のためのシステム
であること、設置は外部業者が訪問して行うこ
とを顧客へ事前に周知した上で実施した。

現場の声にも耳を傾けつつ設置エリアを検討

　設置後、社内では検針業務の負荷が減り、ワークライフバランスも改善されたと
の声が聞かれるという。急な使用量増加時のアラート通知により事前の注意喚起
も可能となり、メーターの遮断回避や復帰説明・対応も迅速化。「蓄積されたアラー
ト通知データは予防保全にも役立てられ、その効果は現場の負荷軽減だけにとど

まらず、お客さまの不便を減らすことにもつながって
いると思います」と柏木氏。検針の負荷が軽減したこ
とで、機器販売営業やフェアの案内等、顧客との深い
コミュニケーションを取ることもできているという。
残量把握も事務所内で行えるため配送サイクルの管
理もしやすくなり、コスト面でも検針にかかる人件
費、移動にかかる費用など約47万円／月を削減できて
いるそうだ。
　「今後は、遠隔開閉栓機能の実用開始に向け、お客さ
まへの周知実施や社内での運用体制を整えていきた
い」と柏木氏は話した。

社員のワークライフバランスが改善、予防保全にも効果を実感

写真とイラストを使ったわかりやすい
チラシで顧客への周知を実施

継続使用遮断を警告する予告通知メール



LPWA通信システムの実態調査票（事前調査）



LPWA通信システム導入までのスケジュール


